
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第第三次

ア ク

次 上田市

シ ョ

【平成 29

上

市行財

ン プ

年度末取

田 市

財政改革

ロ グ

組状況】 

市 

革大綱

ラ ム 



 

 

アクシ

と・しご

事務事業

明確に示

具体的

示し、市

策定後

 

 

【大綱
１ 住

生

す。

 

(ア) 

(イ) 

進

(ウ) 

(エ) 

徹

(オ) 

け

ションプログラム

ごと創生総合戦略

業の「選択と集中

示すとともに、そ

的には、「何を・

市民に分かりやす

後の具体的な取組

綱の体系】 
住みたい住み続

生活者起点を念頭

。 

移住・定住・交

移住・定住・交

と提供体制の見直

多様な主体が市

「民間にできる

進めます。 

広域連携の推進

定住自立圏や都

業務の効率化

ＩＣＴ（情報通

徹底を図り、また

市民と行政との

あらゆるメディ

ける情報伝達手段

ムは、第二次上田

略」等も踏まえ、

中」、「効果的で効

その進行管理を行

いつまでに・どの

すい行財政改革の

組事項等について

けたいと思うま

頭に、人口の増加と

交流人口を増やす

交流人口を増やす

直しを図ります。

市政に参画・協働

ることは民間に委

進（7 項目）  

都市間連携などの

・窓口サービスの

通信技術）の利活

た、ワンストップ

の情報共有化の推

ィアを活用した積

段の確立を図りま

—

田市総合計画（前

限られた経営資

効率的」な行政サー

行うために定める

のように」などの

の指標とするもの

ても、ＰＤＣＡマ

まちづくりへの

と住み良いまちづ

す体制の確立（23

すための雇用の創

 

働する制度づくり

委ねる」という視

…………………

の広域的な市町村

の利便向上（8 項

活用やマイナンバー

プサービスなど、

推進（5項目）  

積極的な情報提供

ます。 

— アクシ

前期まちづくり計

資源である「人（職

ービスの提供を目

ものです。 

の「改革の取組項

です。 

ネジメントサイク

の改革 【59 項

づくりを目指すための

3 項目）  ……

出、結婚・出産

（16 項目） 

点から、民間活力

……………………

村連携による役割分

目）  …………

ー制度の施行に伴

窓口サービスにお

…………………

供に取り組み、市民

ションプログ

画）の具現化を図

職員・組織）、物

目指すため、第三

項目」「改革の概要

クルに基づき、推

 目】

の、既存のサービ

……………………

・子育て支援、人

…………………

力の積極的な導入

……………………

分担や機能分担に

……………………

伴う業務改善や効

おける市民満足度

……………………

民と行政が同じ目

グラム —

図るため、取り組

物（公共施設）、金

三次行財政改革大

要」「改革の手段」

推進期間中におい

ビスの見直しと、新

…  1 ページ 

人づくり、学園都

…  8 ページ 

入や、地域の課題

…… 12 ページ

により、新たな行

…… 14 ページ

効率化を進めると

度と利便性の向上

…… 16 ページ

目線で情報を共有

組むべき課題を明

金（財政）、情報

綱における具体的

「改革達成形態」

いても見直しを図

たな行政課題に的

都市づくり、健幸都

題については地域が

行政サービスの充

ともに、個人情報

上を図ります。 

有できる仕組みづ

明確にするととも

（地域情報・行政

的な取組事項と改

」「年度別取組内

ります。 

的確に対応するた

都市づくりなどに

が主体となって取

充実や行政運営の効

報保護を含む情報

くりを進めるとと

に、「上田市まち

政情報）」の有効活

改革目標の達成時

内容（数値等目標）

めの取り組みを進

に向けたサービス

取り組む体制づく

効率化を図ります

報セキュリティ対

ともに、有事の際

ち・ひ

活用、

時期を

）」を

進めま

ス内容

りを

す。 

対策の

際にお



 

２ 支

将

 

(ア) 

基

(イ) 

政

を

(ウ) 

も

(エ) 

 

 

３ 市

貴

 

(ア) 

(イ) 

修

(ウ) 

支える財政基盤の

将来にわたり安定

歳入の確保（5

合併算定替の終

基盤の強化、遊休

健全な財政基盤

事務事業の選択

政コストを把握し

を図ります。 

市有財産の適切

固定資産台帳の

もに、有効な利活

受益と負担のあ

受益と負担の原

市民満足度を向上

貴重な経営資源で

行政組織の見直

複雑化・多様化

人材の確保・育

上田市人材育成

修の充実を図り、

多様な人材交流

多様な視点や発

の改革 【47 項

定的かつ持続可能な

5 項目）  ……

終了に備え、国・

休資産の処分、広

盤の構築（9項目

択と集中による、

し、財政の「見え

切な管理と利活用

の作成により市有

活用を図ります。

あり方の見直し

原則に基づき、サー

上させる人・組

である 『人（職員・組

直し（1 項目） 

化する市民ニーズ

育成と職員の意識

成基本計画に掲げ

市民の立場に立

流の推進（2項目

発想を導入するた

項目】 

な財政基盤の確保

……………………

県などの補助制

広告掲載事業やふ

）  …………

歳入に見合う歳

える化」を図ると

用（29 項目） 

有財産を把握し、

 

（4 項目）  …

ービスコストとそ

組織の改革 【

組織）』 のマネジメ

 ………………

ズや新たな行政課

識改革（4項目）

げる「市民第一主

立って行動できる

）  …………

ため、国や県など

保に向けた、効率的

……………………

度を最大限活用し

ふるさと納税の推進

……………………

出構造への転換と

ともに、既存事業

…………………

「公共施設マネジ

……………………

それに見合った受

【23 項目】 

メントの視点から、

……………………

課題に的確かつ迅速

 ………………

義」の考えを基本

よう意識改革を進

……………………

どの他機関や民間企

的な財政運営に資

……………………

し、特定財源の確

進など、自主財源

……………………

と、新地方公会計

業の見直しなど、

……………………

ジメント基本方針

……………………

受益者負担につい

、簡素で効率的な行

……………………

速に対応していく

……………………

本に、多様な人材

進めます。 

……………………

企業などとの人材

資するための取り組

…… 17 ページ

確保に努めるとと

源の確保を図りま

…… 18 ページ

計制度に基づく統

将来を見据えた

…  20 ページ

針」に基づき、市

……  26 ページ

いて、市民の理解を

行政運営と、地域

……  27 ページ

くため、簡素でか

……  27 ページ

材の確保に向けた

……  28 ページ

材の交流を進め、

組みを進めます。

もに、市税等の収

ます。 

統一的な基準によ

た安定的な財政基

市民の財産である公

ジ 

を得ながら、公平な

域の自治を推進する

ジ 

かつ効率的な組織

ジ 

た制度の充実や、職

ジ 

組織の更なる活

収納率の向上や、

る財務書類等の整

基盤の構築 

公共施設の適切な

な負担となるよう

るための取り組みを

織の見直しを行いま

職員のさらなる資

活性化を図ります。

企業誘致による

整備により、正確

な維持管理を行う

う適正化を図りま

を進めます。 

ます。 

資質の向上に向け

。 

る財政

確な行

うとと

ます。 

けた研



(エ) 仕事のやり方の見直し（5項目）  ……………………………………………………  28 ページ 

増大する住民ニーズに対し、行政サービスを安定的かつ持続的に提供するため、市民満足度やサービスの向上とともに、事務の効率化に向けた仕事の

やり方の見直しを進めます。 

(オ) 行政評価の仕組み整備（1項目）  ……………………………………………………  30 ページ 

効果的かつ効率的な行政サービスの提供を目的として、必要に応じて手法の工夫や見直しを行いながら、継続的に実施する行政評価の仕組みを整備し

ます。 

(カ) 地域内分権による地域の自治の推進（10 項目）  …………………………………  30 ページ 

自治基本条例に基づき、地域でできることは地域で主体的に行っていくための住民自治組織と、その支援体制の確立を図ります。 

 

 



 

１ 住

(ア) 

No. 

1 1 

2 2 

3 3 

4 4 

 

 

住みたい住み

移住・定住

取組項目

国際・都市間交

推進体制の整備

移住相談・受入

化 

長野大学の公立

人化と新潟薬科

田キャンパスの

｢乗って残す｣｢乗

かす｣を基本と

交通の活性化 

み続けたいと思

・交流人口を増

名 

流事業の

 

国際

強化に

制の強

体制の強
移住

るため

移住に

立大学法

科大学上

受入 

若者

市づく

よる魅

キャン

乗って活

した公共

公共

利用の

必要な

図る。

思うまちづく

増やす体制の確

改革

際化推進への対応

に向けて、庁内及び

強化を図る。 

住希望者の様々な

めの窓口のワンス

につながる体制の

者層の流出をくい

くりに向け、長野大

魅力ある大学の実

ンパスの設置を実

共交通の確保･維持

の促進を通じ、将来

な移動ができるよ

 

くりへの改革

立（23 項目）

の概要 

応、広域的な都市間

び市民レベルでの

な相談やニーズに

トップ化や、スム

強化を図る。 

い止め、転入を促す

大学の公立大学法

実現と新潟薬科大

実現する。 

持や市民による積

来にわたり市民が

う、公共交通の活

1 

【59 項目】

担当

間連携の

の推進体 秘書課

に対応す

ムーズな 移住定住

す学園都

法人化に

大学上田
政策企画

積極的な

が快適に

活性化を
管理課

 

当課所 

国

住推進課 
移住

し、

画課 

・

・

・

・

・

内２都市への市民

住相談会に雇用促

緊密な連携体制で

法人設立初年度の

金を交付し、運営

また、30 年度か

を決定した。（中

案の議決（料金の

例、評価委員会条

②県等と協議する

めない」との新潟

討も終了。 

H29.10.1 オレン

直し。 

H29.4 月市内公

を掲載した「上

配布。H30.2 月市

学 12 校に配布。

H30.1 月、3 月

スター配布。H2

所線沿線写真撮

ルフ・ブドウ狩

取組実績 

民ツアーを実施、組

促進室と参加する他

で対応（移住者：

の諸手続きを進め

営面、財政面での大

ら始まる業務実績

期計画の認定、年

の上限、情報公開

条例）） 

るも「長野薬学部

潟薬科大学の決定

ンジバス、鹿教湯線

共交通の情報とバ

上田市公共交通と暮

市内中学 3 年生向

 

運転免許証自主返

9.4 月、10 月ﾏｲﾚｰ

撮影会、H29.10 月別

狩りツアー開催。

組織体制の整備は検

他、毎月打合せ会を

43 組 100 名） 

めるとともに運営費

大学の基盤を確立

績評価に向けて評価

年度計画の受理、関

開条例・個人情報保

部設置計画をこれ以

定により、市として

線、西丸子線のダイ

バス停位置・市行政

暮らしのガイド」を

向けバスチラシを市

返納促進事業チラシ

ｰﾙﾁｹｯﾄ販売。H29.

別所線で行くマレッ

検討中 

を開催

費交付

立した。

価要領

関係議

保護条

以上進

ての検

イヤ見

政情報

を全戸

市内中

シ・ポ

9月別

ットゴ



2 

 

No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

5 5 
美術を通した子どもた

ちの育成 
講座やワークショップ等育成事業の展開 市立美術館 

・ 講座等の開催：子どもは天才講座 12 回、えのぐであそ

ぼう 15 回、アトリエでつくろう 19 回、アソビジュツ

等 17 回 

・ 作品等発表展：延べ 15 日 

6 6 

ごみの減量化・再資源化

の推進による循環型社

会の形成 

環境にやさしい循環型社会の形成に向けて、

ごみの減量化・再資源化の取組を推進する。 

廃棄物対策課 

ごみ減量企画室 

以下の施策を展開し、H28 年度比 552ｔ減量できた。（家庭系

△436ｔ、事業系 116ｔ） 

・ ごみ減量に関する自治会説明会の継続実施（183 自治会

で開催） 

・ 共催による生ごみ堆肥化推進交流会、講演会の開催 

・ 長野大学との連携による「30.10 運動」推進啓発用品製

作 

・ 「ごみ処理基本計画」「ごみ減量アクションプラン」の

策定 

・ 事業系ごみ減量マニュアルの作成、配布（事業所等

3,000 部） 

・ 生ごみ減量化機器補助  

（申請件数 312 件、補助額 8,119 千円） 

・ 生ごみ出しません袋 8,130 枚配布 

・ やさいまる ポイント交換 279 回 

・ 大型生ごみ処理機モデル事業を 2地区で継続実施 

・ 広報うえだ（6回）、環境うえだ（3回）啓発記事掲載 

7 7 
障がい者の地域生活支

援拠点の整備 

障がい者が地域で暮らし、引き続き住み続け

ていくために、住まいや身近な地域を中心とし

た安全で安心な在宅支援の拠点整備を進める。

障がい者支援課 
・ 輪番制等による緊急ショートステイ事業を実施 

・ 80 件の台帳整備 

 

 

 

 



3 

 

 

No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

8 8 「子育てひろば」の充実 

子育て支援団体等と連携しながら、開催

日等を見直し「子育てひろば」の充実を図

る。 

子育て・子育ち支援課

丸子市民サービス課 

・ 子育てひろば 

 子育て支援団体の協力を得て講座や子育てイベントを実

施した。 

 わくわくファミリーフェスタ 

  213 家族、629 人 

・ 子育てサポーター 

 養成 講座 5回開催 14 人受講し 13 人修了 

 活動 子育てサポーター79 人 活動回数 567 回 

9 9 
健康幸せづくりプロジェ

クト事業の推進 

健幸都市の実現に向けて団塊の世代が後

期高齢を迎える 2025 年に向け、市の健康課

題である糖尿病対策、介護予防対策に向け

た健康づくり施策に取り組み、健康寿命の

延伸を図る。 

健康推進課 

国民健康保険の特定健康診査受診者中の糖尿病等予備群の

割合 

38.3％（暫定値） 

10 10 
子育て世代の包括支援の

確立 

子育て世代包括支援センターを拠点と

し、妊娠から子育てまで切れ目なく支援を

行う体制を構築する。 

健康推進課 

子育て・子育ち支援課

・ 毎月１回、子育て世代包括支援センターの定例会を開

催し、情報の共有や困難案件の対応などを協議した。 

・ 産婦人科病院の師長や要保護児童対策協議会の担当係

長等にも参加を促し、連携の強化と体制づくりを行っ

た。 

・ 産後の見守りによる育児支援が必要な家庭に対して、

傾聴・見守りを中心とした「見守りし合わせ支援事業」

を実施し、38 名を支援員として登録し、2 件の利用が

あった。 

11 11 多様な産業の集積促進 

直接的な税収増と雇用促進が図られる企

業（工場）誘致を推進するとともに IT 関連

企業やサービス業などターゲットを絞った

企業誘致、起業家誘致を推進する。 

商工課 

・ 創業支援プラットホームによる起業家支援、誘致 

・ 箱畳工業団地造成への着手、企業誘致 

・ 宅地建物取引業協会との協定締結による民間の空き工

場・事務所等を活用した企業誘致 

・ 長野県東京事務所との連携による企業誘致・企業家誘

致 



4 

 

 
 

No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

12 12 
来館者数の増加を図るため

の取組 

池波正太郎真田太平記館の魅力発信と商

店街との連携により来館者の増加に取り組

む。 

商工課 
企画展、写真展等の充実、商店街との連携体制の強化 

 (21,455 人) 

13 13 

移住・定住促進に向け民間

と連携した就職支援体制の

強化 

民間事業者と連携しながら、移住希望者

の仕事探しの窓口化と円滑な雇用マッチン

グを行うとともに、若者定住のための人材

育成就職支援の充実を図る。 

雇用促進室 
事業効果の検証・広域化の検討 

 移住者 13 人 地域若者就職 17 人 

14 14 
移住・交流人口の増加に向

けた都市農村交流の推進 

遊休農地を活用し、農業体験を通じ、地

元との交流から移住を促進するため、滞在

型市民農園（クラインガルテン）の整備を

図る。 

農産物マーケティン

グ推進室 

・ 開発行為許可申請手続き 

・ 地権者の事業同意と用地交渉 

15 15 
都市及び生活拠点における

居住人口の維持 

平成 27 年 3月に策定した上田市都市計画

マスタープランに基づき、拠点集約型の都

市構造を推進する。 

都市計画課 

・ 優良建築物等整備事業を、国、県、市の補助により実施

した。 

H30.3 月末の用途地域に関わる 

人口：78,193 人（前年度比-0.001％） 

・ 別所丸子線、北天神町古吉町線、中常田新町線で街路整

備実施 

・ H30.3 月末の用途地域内における都市計画道路整備

率：49.53％（前年度比+5.61％）  

16 16 
空家等対策の推進による住

環境の整備 

地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼ

すおそれがある空家等の適正な措置によ

り、安心・安全な住環境整備等の推進を図

る。 

建築指導課 
・ 上田市空家等対策協議会を設置済み 

・ 協議会において空家等対策計画の策定を開始 
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No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

17 17 消防団員の定数確保 
消防団活動の住民及び事業所への周知及び

理解による消防団員の確保 
消防総務課 

・ 広報うえだに新入団員の募集掲載、成人式にチラシ

（1400 枚）を配布、自治会に団員勧誘の依頼文発送 

【実員数 2,132 人】 

・ 4 月に団員が勤務する職場へ消防団活動の協力依頼文

を配布 【総数 92 事業所】 

・ 市内大学へ団員勧誘の説明会実施【学生団員 6人】 

・ 市内温泉施設の入浴補助券を配布 

 【団員１人に対し 250 円券を 4枚 

計 8,988 枚を配布】 

18 18 市民への防火対策の推進 市民・事業者への防火対策の推進 
消防予防課 

各消防課（署） 

・ 高齢者宅防火訪問による防火に対する注意喚起の実

施[170 件実施] 

・ 公表制度の施行に向けた重大違反対象物立入検査 

[ 19 件実施] 

 （19 件内訳：18 件是正、1件廃止） 

19 19 消防水利の充実・強化 
耐震性防火水槽の計画的な設置等による災

害に強いまちづくりの推進 
各消防課（署） 

4 基設置完了 

（城北・鷹匠町・平井・小泉） 
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No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

20 20 
次代に向けた丸子温泉郷

の活性化 

「健康の湯」「回復力の湯」として、国民保

養温泉地指定の健全な保養地としてのイメー

ジを大切にしながら、「健康」をキーワードに

新たな観光振興事業を推進し、利用者数の増加

を図る。 

丸子産業観光課 

・ 「丸子温泉郷ポール de ウォーキングフェスタ」、「水

中ポールを用いた認知症予防のための運動教室」の

開催支援、ﾎﾟｰﾙを使ったウォーキングの専用コース

の認定に係る支援、「温泉を活かした健康づくりに関

する協定による取組」のＰＲ(専門誌への記事掲載)、

長野大学による鹿教湯温泉賑わい創出事業への協力 

・ 「霊泉寺温泉クリーンフェスタ」及び「霊泉寺温泉

ワイルドフィットネスチャレンジ」開催の支援 

・ 霊泉寺温泉案内看板のリニューアル 

・ 地域おこし協力隊によるＳＮＳを活用した情報発

信、鹿教湯温泉食べ歩きマップ等の作成、ボードゲ

－ムを利用した温泉地活性化の推進 

・ 庁内連携 WG 会議における温泉を活かした健康づく

りについての検討 

・ 丸子地域協議会との連携による農・工・商・観 異

業種交流会の開催 

21 21 

菅平地区振興施設整備に

よる交流人口拡大とラグ

ビーワールドカップ 2019

キャンプ地誘致 

スポーツ合宿地として求められるとともに、

世界に菅平高原の魅力を発信し、ラグビーワー

ルドカップ 2019 や 2020 年の東京オリンピッ

ク・パラリンピックのキャンプ地誘致も可能と

なる振興施設を整備し、キャンプ地誘致や交流

人口拡大を実現する。 

真田産業観光課 

地元建設委員会との調整を図り、建築主体工事、機械設備

工事及び電気設備工事を進め、外構工事を発注した。また、

平成３０年９月の供用開始に向け、３０年３月議会におい

て設置条例を制定し、名称を「菅平高原アリーナ」とした。 

22 22 

武石地域の活性化及び定

住を図るための住環境整

備の推進 

・経年による老朽化の公営住宅において、安全

安心な暮らしの確保に向け、計画的な整備を

進める必要がある。 

・地域の人口減少が顕著な状況において、若者

の地域内定住、新規就農者等市外からの移住

者受け入れを目的とした特定目的賃貸住宅

の整備を推進する。 

武石市民サービス課 

・ 上田市の基本的指針に基づき、取り壊し、改修、新規

整備の検討を行った。 

・ 緊急性の高いものから修繕を行い、安全安心な暮らし

を確保した。 
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No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

23 23 

神川地区拠点施設（神川

地区公民館）整備及び活

用促進事業 

神川統合保育園(神川第一・第二保育園)と

神川地区公民館を併設し「神川地区拠点施設」

として、子どもたちの保育の場、地域の自治・

コミュニティ振興や生涯学習の場、高齢者福

祉の場等を一体的に整備することにより、世

代を超えた交流、地域ぐるみの子育て、健康

づくり、生きがいづくりを促進する。 

中央公民館 

① 神川地区自治連合会からの施設整備に関する要望に

対して、平成 29 年 8月 1日、31 日の神川地区行政懇談

会で回答した。 

② 平成 29 年 9 月 13 日に上田市中央地域協議会におい

て、事業の説明を行うとともに「地域の拠点施設として

の役割の発揮」、「施設機能を活かした子どもの育成」に

ついて意見をいただいた。 

③ 利用者団体、分館役員、神川地区拠点施設整備促進協

議会に対して、実施設計が完了した後の施設の概要や進

捗状況を説明した。 

④ 平成 29 年 10 月 20 日に建築主体工事の入札を行い、

平成 29 年 12 月 1 日に設備工事の入札を行った。 

⑤ 平成 29 年 12 月 27 日に安全祈願祭、起工式を行った。 
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(イ) 多様な主体が市政に参画・協働する制度づくり（16 項目） 

No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

24 1 
ＰＰＰ・ＰＦＩ事業導入

の検討 

民活事業手法（PPP 事業）について、整理を

行い、教育施設を除く公共施設について、PPP

事業（特に PFI 事業）の導入の検討を行う。

政策企画課 

行政管理課 

民間活力の導入に向けた「サウンディング調査」手法

の導入検討と対象施設の選定を開始 

25 2 
市民参加による合併 10

周年記念事業の実施 

記念事業の実施に当たり、市民からのアイ

デア募集や市民団体が企画して主体的に実施

する事業を募集することにより、市民参加に

よる事業実施に取り組む。 

政策企画課 

部長会議にて平成 28 年 1 月から 29 年 3 月まで二年度

にわたる事業実施結果（特別事業：39、市民公募事業：

13、冠事業 76（市主催：54、市民団体主催：22）の計

128 事業）を報告。 

26 3 

市営住宅の管理委託制

度導入の可能性につい

ての検討 

市営住宅の指定管理者制度や公営住宅法に

基づく管理代行制度導入について検討する。
住宅課 

「指定管理者制度」及び「管理代行制度」の両制度を

導入して市営住宅等を管理運営している先進自治体の

佐久市建設部建築住宅課への視察を実施した。 

包括的な業務委託導入への経緯、導入後の効果と改善

事項、導入スケジュール、事前準備業務及び予算措置

等々について、実態把握等に努めた。 

27 4 
公立保育園の統廃合及

び民営化の検討 

「上田市保育園等運営計画」、「上田市公共

施設マネジメント基本方針」、「上田市民間活

力導入指針」等に基づき、公立保育園（幼稚

園）の統廃合及び民営化について検討する。

保育課 
・ 神川統合園：建設工事 

・ 丸子統合園：設計 

28 5 野生鳥獣対策の推進 

農作物を鳥獣被害から守るため、獣害防止

柵の設置を進めるとともに、捕獲体制を確保

し、捕獲したニホンジカ等の有効活用を検討

する。 

森林整備課 

・ 獣害防止柵設置 4.5km 

・ 集落等捕獲隊周知：各種会議等で PR 実施 

・ 先進地視察研修：1箇所、ジビエ講演会及び料理教

室開催：各 1回 
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No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

29 6 
地域共同活動による農村

環境の保全 

多様な人材の参画による農村環境の保全

活動の推進 
土地改良課 

説明会 38 回実施・助言指導随時実施 

目標カバー率 31.3% 

30 7 
上田観光コンベンション

協会の組織強化 

上田観光コンベンション協会の組織強化

を図り、観光事業の拡充を推進する。 
観光課 

(一社)信州上田観光協会の設立(4/3)。 

観光誘客宣伝事業の強化推進。 

・インバウンド事業: 海外プロモーション 4回等 

・首都圏等 PR キャンペーン:上野駅他 28 回  

・武将隊 PR 事業: 上田城活動 349 回等 

・滞在型観光推進:旅タクシー利用 471 人 

・信州上田観光プレジデント事業の実施 

・信州デスティネーションキャンペーン事業の実施 

31 8 
地域おこし協力隊事業に

よる事業展開 

都市住民を地域おこし協力隊として委嘱

し地域協力活動への従事による地域の特色

を活かしたまちづくりを図る。 

豊殿地域自治センター 

川西地域自治センター 

丸子産業観光課 

真田産業観光課 

武石地域振興課 

豊殿：棚田オーナー拡大、棚田米の売上増に貢献。情報

発信のための「ほうでんちゃんねる」事業実施。

豊殿地域の産業振興のための「NPO 法人まちもり」

を設立。 

川西：地域資源を発掘し、地域の魅力を情報発信。地域

団体が行う活動を支援。 

丸子：（商工観光）SNS を活用した情報発信、鹿教湯温

泉食べ歩きＭＡＰ等イベントポスタ－、チラシの

作成、ボ－ドゲームを利用した温泉地活性化の推

進 

（農林振興）農産物直売所あさつゆの農閑期の農

家の収入にもつながる「しめ飾りづくり」講習会

を開催。西洋梨産地化に向けた６次産業化の推進。 

真田：ＳＮＳを活用して、真田地域への移住定住に向け

たＰＲに努めた。（本人の都合により、隊員が９月

末で退任） 

武石：地域イベントへの参加や地域の諸団体との交流

を通じて武石産農産物や協力隊の活動をアピール

した。また、各地の温泉を利用したコスプレイベ

ントを開催するとともに、武石の魅力についても

SNS などを使い、発信をした。 

（本人の都合により隊員 1名が 9月末で退任） 
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No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

32 9 
連携による丸子地域の６

次産業化の推進 

丸子地域内の農・商・工連携の状況を把

握するとともに、それぞれの得意分野の連

携による「地域の 6 次産業化」の構築を目

指して、地域おこし協力隊を活用しながら

推進する。 

丸子産業観光課 

・ 西洋梨試験圃場整備 

・ 産地化に向け、イベント等加工品（ジャム）斡旋販

売 

・ ・西洋梨ジュレ・ドライフルーツの開発 

33 10 
市民参画による道路整備

事業の推進 

市道箱畳線の道路事業計画（必要性・道

路線形など）を関係者（住民・利害関係者・

関係機関など）と協働で策定し市民のコン

センサスの獲得と事業の円滑化を図る。 

丸子建設課 

・ 計画道路沿線関係者、自治会関係者への説明会の実

施 

・ 線形、規格等の意見交換及び集約 

・ ・測量設計業務実施 

34 11 
民間事業者の放課後児童

クラブ事業への参入促進 

行政が主に実施している放課後児童クラ

ブ事業を民間事業者が実施できるよう環境

を整える。 

学校教育課 １事業者に補助金を交付した。 

35 12 
地域と連携した学校を支

援する取組の推進 

信州型コミュニティースクールを推進す

るため、公民館等を核とした、地域が学校

を支援する仕組みを拡大する。 

生涯学習課 

学校教育課 

各公民館 

・ 統括コーディネーター１名を生涯学習・文化財課に

配置 

・  コーディネーターは全校に配置（配置率）…100％ 

・  研修会等を 5回、情報交換会 2回、先進地視察 1回

を実施。ボランティア用ガイドブックを作成した。 
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No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

36 13 

「第二次上田市図書館基

本構想」の策定と施策の

具現化 

上田市全体の図書館のあり方や運営方

法、施設整備について「第二次上田市図書

館基本構想」で総合的に検討し、具現化す

る。 

市立上田図書館 

上田情報ライブラリー 

市立丸子図書館 

市立真田図書館 

・ 基本構想(素案)について市民からの意見募集の実施 

・ 社会教育委員会議 5回開催後、答申 

37 14 
文化芸術活動団体等の運

営自立化 

上田市文化芸術協会、上田薪能を観る会、

うえだ城下町映画祭実行委員会、等の文化

関係団体の事務局機能を団体自身が担うこ

とにより、団体の自立的事業運営を促進す

る。 

交流文化スポーツ課 
まずは組織を活性化することが課題。継続して支援して

いくことが必要である。 

38 15 

市民や文化団体、地域と

の連携、協働による文化

事業の推進と人材育成の

充実 

丸子文化会館の事業の実施にあたり、学

校との連携や市民参加型のワークショップ

等を行い、市民協働による会館づくりを目

指す。 

丸子文化会館 

春休みの小学生を対象にセレスホール探検ツアーを開

催した。31 名の参加者がホールの裏側を見たり、舞台装

置の操作体験を行った。 

39 16 
担い手等への農地集積・

集約化の促進 
担い手等への農地集積・集約化の促進 農業委員会事務局 

農地貸借相談会の開催や農地流動化施策等の周知、農地

の集積・集約化の促進を図った。 

・新規利用権設定面積 129ha 
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(ウ) 広域連携の推進（7 項目） 

No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

40 1 
長野市・松本市とのトラ

イアングル都市連携 

長野市・松本市との共通課題への対応や

地域活性化に向けた施策の連携について検

討する。 

政策企画課 

・ 観光キャンペーン 6回 

・ 「信州城まちじゃらん」の発行 

・ まつもと市民芸術館と同一公演の開催 

・ その他連携事業の継続 

41 2 

「上田地域定住自立圏共

生ビジョン」による行政

運営の効率化 

上田地域定住自立圏共生ビジョンに掲げ

る連携事業の推進による行政運営の効率化

を図る。 

政策企画課 
第２次上田地域定住自立圏共生ビジョン第１回目変更

（H30.3 月） 

42 3 
し尿前処理下水道投入施

設の整備 

上田地域広域連合「清浄園」で広域処理

している「し尿等」が、下水道の普及等に

より処理量が減少し今後も更に減少する。

また、現在の施設が更新時期を迎えている

ため、清浄園を廃止し各市町村において個

別に処理を行う。 

資源循環型施設建設関

連事業課 
地元説明会の実施 

43 4 

「東信州次世代イノベー

ションセンター（仮称）」

による地域産業の振興・

雇用の創出 

広域連携による産学官連携を核にした次

世代産業の創出と雇用拡大を目指す。 
商工課 

・ 定期的に課長・事務担当者レベルの戦略会議を開催 

・ 東信州次世代イノベーションプラン策定に向けたヒ

アリング実施 270 社。 

・ ・産学連携・研究開発事業（講演会 11 回、企業同士

マッチング会 2 回）、人材確保支援事業（6 回）、人

材育成支援事業（セミナー20 回）、ネットワーク強

化事業（企業見学会 2回、トップセミナー2回）、エ

リア内コーディネータ会議 3 回、産業集積マップ作

成、国研究開発補助金申請支援などを実施。 
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No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

44 5 広域観光の推進 

周辺エリアの観光資源を生かし、外国人

誘客を含めた都市間連携による広域観光を

推進する。 

観光課 

・ 観光地延べ利用者数 504 万人 

・ 観光消費額 113 億円 

※速報値 

45 6 
水道事業の広域連携のあ

り方の検討 

平成 28 年度の策定に向けて審議してい

る長野県水道ビジョンの趣旨に則り、上小

圏域の市町村並びに県営水道、長野市、千

曲市及び坂城町との広域連携の方向性、あ

り方について、長野県を交え研究、検討す

る。 

経営管理課 

上水道課 

浄水管理センター 

サービス課 

水道事業運営研究会に参加し、広域連携について検討。 

・ 全体会議  2 回 

・ 広域防災分科会  3 回 

・ 水質検査分科会  2 回 

・ 料金徴収分科会  3 回 

・ 施設給水エリア分科会  4 回 

46 7 
ビーナスライン沿線広域

連携 

ビーナスライン沿線関係市町による広域

連携により効果的な観光客の誘致を図る。
武石産業建設課 

・ 共通パンフレット増刷やホームページの更新等によ

る誘客宣伝 

・ 広域講演会開催による受入環境整備事業 

・ レンタカー利用者のアンケートによるマーケティン

グ事業 
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(エ) 業務の効率化・窓口サービスの利便向上（8 項目） 

No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

47 1 
市民の利便性が向上する

窓口体制の構築 

総合窓口体制の検討を行い、市民サービ

スの利便性の向上を図る。 

行政管理課 

総務課 

・ 庁内ワーキンググループによる総合窓口化に向けた

検討を開始した。 

・ 年末、年度末及び年度当初において、平日窓口の時間

延長、休日窓口の開設を行った。 

48 2 
災害の発生に備えた危機

管理体制の整備 

大規模地震等が発生し、市自らが被災し

た場合においても行政が機能不全になるこ

とを避けるため、職員の参集体制や非常時

優先業務等を整理した業務継続計画（BCP)

を策定し、応急・復旧業務や非常時優先業

務を遅滞なく実施できるようにする。 

危機管理防災課 
業務継続計画の庁内訓練を実施。 

計画を修正。 

49 3 

マイナンバー制度を活用

した業務の効率化と市民

サービスの向上 

・マイナンバー制度導入に伴う各機関との

情報連携に向けたシステム整備 

・マイナンバーを利用することによる業務

の効率化と行政手続の簡便化 

情報システム課 

行政管理課 

・ 情報連携は、国が示す基準で稼働中 

・ ・住民の利便性の視点から福祉医療事務を独自利用

事務として定め、平成 30 年 7 月から利用を開始する

こととした。 

50 4 
マルチメディア情報セン

ター事業のあり方の検討 

マルチメディア情報センター事業のあり

方を再検証し、現在の施設及び事業の再構

築を検討する。役割を終えた事業は縮小す

るとともに、これまでの資産とノウハウを

施策推進につなげる。 

情報システム課 
マルチメディア情報センター運営審議会より答申を受

け、これを踏まえ事業再構築について検討 

51 5 
オープンデータ化の推進

（公共データの活用） 

市の保有する各種統計や地図情報などの

公共データをオープンデータ規格にして公

開することにより、市民の利便性の向上や

新たな産業創出への活用を推進する。 

広報シティプロモーシ

ョン課 
人口に関する統計データを CSV 形式により、市 HP 上で公開 
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No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

52 6 
情報セキュリティ対策の

強化 

セキュリティ強化のためネットワーク環

境を再構築するとともに、職員がネットワ

ークを安全に利用できるようセキュリティ

ーポリシーの改訂及び徹底を図る。 

情報システム課 

・ 情報漏えいを防ぐ環境の本運用を開始した。さらに

県のセキュリティクラウドへ参加し、セキュリティ

の強化を図った。 

・ 研修・訓練を実施し、職員の意識向上を図った。 

53 7 

マイナンバーカードを活

用したコンビニエンスス

トアでの証明書交付によ

る利便性の向上 

マイナンバーカードを活用し証明書の交

付の利便性を高める。 
市民課 

住民票 2.6%、印鑑登録証明書 4.7% 

住民票、印鑑登録証明書合計・・3.4% 

54 8 

総合窓口業務に対応する

ための資質の向上とワン

ストップサービス及び適

切な窓口業務の推進 

・市民サービス向上のための知識の習得や

係間の情報共有が図れる体制づくりを進

める。 

・事務手続きのワンストップ対応や効率

的な窓口配置の検討、業務フローの見

直し等を図る。 

武石市民サービス課 

・職員間の研修等を兼ね備えた情報交換の開催（９回） 

・各種研修会への参加（４回） 

・係間連携を図り、客を待たせないワンストップ対応の

取組を実施した。 

 



 

(オ) 

No. 

55 1

56 2

57 3

58 4

59 5

 

市民と行政と

取組項

 公文書館の整

 
災害時におけ

手段の多様化

 行政情報の発

4 
双方向コミュ

ンの強化 

 
市民意見公募

クコメント）

との情報共有化

項目名 

整備促進 保

館

ける情報伝達

化・多重化 
構

情

発信力の強化 

ま

通

必

み

ュニケーショ
報

き

募（パブリッ

の制度化 
加

化の推進（5 項目

改革

歴史資料として重

保存し、市民の利用

館を整備する。 

ＩＣＴを活用した

構築に向けた検討を

情報伝達手段の多様

市民への行政情

まざまな媒体を用

通信機器が不得手

必要な行政情報を

みを構築する。 

市民と行政、団体

報共有し、双方向コ

きる仕組みを構築す

自治基本条例に基

加と意見の反映を図

（パブリックコメン

） 

革の概要 

重要な公文書等を

用に供するため、

た新たな情報伝達

を行い、災害時に

様化・多重化を進

情報の発信につい

用いることにより

手な市民も含め、

を得ることができ

体間など様々な主

コミュニケーショ

する。 

基づき、市政への

図るため、市民意

ント）を制度化す

16 

担

を適切に

公文書 総務課

達体制の

における

進める。

危機管理

広報シテ

ョン課

て、さ

、情報

誰もが

る仕組

広報シテ

ョン課

危機管理

主体が情

ンがで
広報シテ

ョン課

の市民参

意見公募

する。 

市民参加

担当課所 

理防災課 

ティプロモーシ 整

ティプロモーシ

理防災課 

ティプロモーシ
上

第

ー

加・協働推進課 制

・ 全国の自治体

びその内容の

・ 公文書館整備

運営基準につ

理運営基準」

・ ・設計業者に

整備方針を検討

・ 各媒体合計登録

・ 防災タウンペー

・ 広報マニュアル

上田市シティプロ

第一、第二、丸子

ー） 【2分野】

制度の制定、周知

取組実績

体における公文書

の調査を行った。

備検討懇話会を 5

ついての意見を伺

を策定した。 

に設計を委託し、

録者数 24,633 件

ージ全戸配布 

ルを策定し運用開

ロモーション（フ

子学校給食センタ

 

知 

管理条例の制定状

回開催し、公文書

い「上田市公文書

実施設計を完了し

開始 

フェイスブック） 

ー（ブログ、ツイ

状況及

書選別、

書館管

した。 

イッタ



 

２ 支

(ア) 

No. 

60 1

61 2

62 3

63 4

64 5

 

支える財政基

歳入の確保

取組項

 
ふるさと納税

る財源確保

 

文化の薫るま

実現に向けた

源の確保 

 遊休財産等の

 
収納率の向上

越額の縮減

 
水道料金及び

料の収納率の

基盤の改革 

（5 項目） 

項目名 

税の拡大によ 税

の

と

まちづくりの

た安定した財 業

仕

の処分の促進 
処

上及び滞納繰
収

け

び下水道使用

の維持・向上 

全

生

的

る

向

【47 項目】 

改革

新たな財源調達手

税寄付額の増加及

の導入促進を図り、

と産業振興を図る。

育成を理念とした

業を推進するため

仕組みづくり 

自主財源の確保

処分を促進する。

自主財源及び税負

収納率の向上及び

けた取組を推進する

上下水道事業は、

全な上水道の供給と

生活環境の保全を行

的な事業運営が求め

る料金収入の収納率

向けた取組を推進す

革の概要 

手法として、ふる

び企業版ふるさと

併せて市の知名度

 

た魅力ある文化・芸

の安定した財源確

保に向け、遊休財産

 

負担の公平性を確

滞納繰越額の縮減

る。 

将来にわたり安

と、下水道による快

行うため、持続的

められる。その財源

率 99％の維持・向

する。 

17 

担

さと納

と納税

度向上
移住定住推

芸術事

確保の 交流文化芸

産等の
財産活用課

確保し、

減に向 収納管理課

心・安

快適な

・安定

源とな

向上に

サービス課

担当課所 

推進課 

芸術センター 





4

課 





課 市

課 収

・ 個人：寄附額

   前年度比

・ 企業版：寄附

 上田市交流文

ミューゼ・パ

Ａパートナー

 文化庁・劇場

採択 

（単年度支援の

42,024 千円） 

 宅建協会へ媒

接売却により

会からの助言

ど）を行い、

依頼に向け用

管課及び宅建

 上記の 1物件

績。 

市税収納率 98.7%

収納率 99.26％

取組実績

額 112,829 千円

比   92.1％ 

附件数 1件 

文化芸術センター

パートナーズ」３

ーズ３件：9万円

場音楽堂等活性化

活動別支援事業

媒介依頼した4物

り処分。残りの 3

言により売却価格

媒介依頼を継続

用途廃止された施

建協会と現地確認

件を含み、年間約

%(現年度) 

ー賛助会員制度「サ

件受付 

化事業特別支援事業

業に係る採択、支

物件のうち1件を市

件については、宅

格の見直し（時点修

続中。また、今後の

施設 1物件につい

認を行った。 

約 1億 160 万円の売

サント

業：不

支援額

市の直

宅建協

修正な

の媒介

て、所

売却実
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(イ) 健全な財政基盤の構築（9 項目） 
 

No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

65 1 
新地方公会計の整備と活

用 

新地方公会計制度による財務書類等の

整備により、正確な行政コストを把握し、

既存事業の見直しなどへの活用など、財政

の「見える化」を図る。 

財政課 
新基準による平成 28 年度分の財務書類を作成し、公表

した 

66 2 
中長期財政見通しの作

成、公表 

継続可能な財政基盤の確立に向け、中長

期的財政見通しを作成し公表する。 
財政課 

・ 3 年間の中期財政見通しの研究 

・ 長期財政見通しの研究 

67 3 

公共施設の電力調達に係

る価格等の競争による契

約の検討 

価格等の競争による契約方法について

検討・導入し、経費節減を図る。 
行政管理課 

県内他市の切替状況にかかる情報収集を行いながら、中

部電力㈱以外の売電者との協議を継続した。 

68 4 
公平・適正な固定資産（土

地）課税の推進 

平成30年度及び平成33年度の評価替え

に向けた全市統一基準による土地評価事

務の推進 

税務課 

・ 上田地域（千曲川左岸地域） 

画地見直し 43,570 筆 

・ 鉄軌道用地等評価更新、砂防指定地及び土砂災害箇

所確認 

69 5 
公平・適正な固定資産（家

屋）課税の推進 

平成 27 年度に撮影した航空写真に基づ

き、附属家等の評価対象物件を把握し、公

平・適正な課税に資する。 

税務課 

・ 平成31年度の航空写真撮影に関するスケジュール等

について、情報システム課と情報の共有化を図った。 

・ ・地形図を家屋評価に活用するための検討及び上田

地域（千曲川左岸地域）の土地の画地見直しに伴う

家屋状況の調査を行った。 
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No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

70 6 
国民健康保険制度改革に

向けた仕組みづくり 

都道府県が、市町村とともに国民健康保

険事業の運営を担う。 
国保年金課 

・ 上田市の国保事業の在り方について諮問し答申を受

けた 

・ 3 月議会で税率改定等の条例改正。 

・ 新制度に対応するシステム改修を実施 

71 7 
新公立病院改革プランの

策定・点検・評価 

地域医療における役割分担の下に、医療

スタッフを適切に配置できる医療機能を

備えた体制を整備すると共に経営の効率

化を図り持続可能な病院経営を目指し改

革に取り組む。 

市立産婦人科病院 

H28 年度実績の点検・評価を実施し、収支比率、分娩、

外来件数等目標値を上回り、一定の成果が出たと評価。

また、産婦人科病院運営審議会、議会へ報告をし、ホー

ムページ掲載による周知を行った。 

72 8 
上下水道事業の「経営戦

略」の策定・公表・実施 

上下水道事業の経営基盤強化のため、中

長期的な経営の基本計画である「経営戦

略」を策定、公表し、同戦略に基づく経営

を行う。 

経営管理課 
経営戦略に基づき計画的に老朽施設の更新等を行った。

また、経営状況を上田市ホームページへ掲載した。 

73 9 

武石診療所のあり方、診

療体制や経営改善策の検

討 

武石地域の第一次医療機関としてのあ

り方を検討し、診療体制の見直しを行いな

がら、適切な人員配置等体制整備をし、経

営の効率化を図り、地域医療を守るための

改革に取り組む。 

武石市民サービス課 

・ 引続き地域内の１０団体の代表と意見交換、在り方

等の検討、情報提供を行った。 

・ 武石地域協議会へ経営状況等の説明を行った。 
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(ウ) 市有財産の適切な管理と利活用（29 項目） 
 

No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

74 1 
公共施設マネジメント基

本方針の推進 

公共施設の総量縮減に向け、施設の統廃

合による複合化や多機能化等を進める。 
行政管理課 

個別施設計画の策定のための研修会を開催し、計画構

成等の周知 

75 2 

固定資産台帳の整備によ

る財産の適正な管理と利

活用 

新地方公会計制度による財務書類の作

成に必要な固定資産台帳を整備し、財産の

適正な管理と利活用を図る。 

財産活用課 

・ 固定資産台帳の資産データの平成 28 年度中の異動

処理を行った。 

・ 固定資産台帳により把握した未利用財産について、

登記簿等による地歴調査を行った。 

76 3 
コミュニティ施設のあり

方の検討 

所管するコミュニティ施設（指定管理施

設）の地元譲渡についての検討（下堀コミ

ュニティセンター、まほろばの里交流会

館、古戦場公園コミュニティセンター、下

室賀コミュニティセンター、染屋交流セン

ター） 

市民参加・協働推進課 実態について調査検討 

77 4 
同和対策施設のあり方の

検討 

同和対策事業特別措置法及び特別措置

法に基づき、各種事業を行い同和対策施設

を整備してきたが、施設の老朽化及び現状

の施設の利活用から、今後の同和対策施設

のあり方を検討する。 

人権男女共同参画課 

住宅課 

農政課 

都市計画課 

丸子市民サービス課 

真田市民サービス課 

生涯学習・文化財課 

運動団体等と協議の上、継続して利用する施設を確認

し、必要な修繕を行った。 

指定管理施設については、次回指定管理更新時に見直

しを行う。 

78 5 

公共施設への再生可能エ

ネルギー設備、省エネル

ギー設備の導入による、

今後の管理運営費等の低

減化についての検討 

庁舎などの公共施設の管理・運転状況な

どを確認し、再生可能エネルギー設備や省

エネルギー設備の導入、効率的な運転の実

施などにより管理運営費等の削減を図る

ことができるかを検討する。 

生活環境課 

エコオフィスうえだ（第四次上田市役所地球温暖化防

止実行計画）を改定し、省エネ設備（LED 照明機器・高

輝度誘導灯・太陽光発電）の導入による温室効果ガス

及び管理運営費（電気料金）削減を促した。 

 



 

No. 

79 

80 

81 

82 

 

 
 

取組項

6 
上田市社会就

の廃止・民営

7 

公設のデイ

ターの今後

直し 

8 
上田市技術研

のあり方の検

9 
労働福祉施設

検討 

項目名 

就労センター

営化 
員

止

サービスセン

のあり方の見

き

あ

状

る

研修センター

検討 づ

設のあり方の 朽

福

設

改革

上田市社会就労

員会答申に基づき

止・民営化を進め

公共施設マネジ

き、公設のデイサー

あり方を見直すと

状維持など見直し

る。 

「公共施設マネ

づき、効果的な利

公共施設マネジ

朽化が進む勤労者

福祉施設（サンワ

設の将来の方向性

革の概要 

労センターあり方

き、それぞれの施

める。 

ジメント基本方針

ービスセンターの

ともに、廃止・譲

し方針に向けた準

ネジメント基本方針

利活用を検討する。

ジメント方針に基づ

者福祉センター及

ーク上田）につい

性を検討する。 

21 

担

方検討委

施設の廃 福祉課

針に基づ

の今後の

譲渡、現

準備をす

高齢者介

針」に基

 
商工課

づき、老

及び共同

いて、施
雇用促進

担当課所 

武

実

介護課 
施

を

進室 

市

民

に

武石事業所の民間

実施 

施設ごとに今後の

を行った。 

・ 引き続き企業

など利用者の

・ 利用者の分析

用方法の検討

・ 利用状況（H2

勤労者福祉セ

サンワーク上

・ 取組、検討状

勤労者福祉セン

年 3月 31 日を

ポートセンター

が入居 

市役所庁舎改修・

民プラザ・ゆう等

に基づく移転、用

取組実績

間移譲のための公

のあり方について

業へのＰＲ及び W

の促進 

析、企業への聞き取

討 

29 年度） 

センター：35,219

上田：11,181 人

状況 

ンター：食堂（い

をもって撤退し、そ

ー（上田市版ハロ

改築計画を踏ま

等）との統合や、

用途廃止などを検

公募型プロポーザ

て課題の抽出及び

Wi-Fi 環境を整備

取り等による新た

9人 

いながき）が平成

その後「上田市就

ローワーク）」の事

え、他の類似施設

将来の施設の方

検討 

ザルの

び検討

備する

たな活

成 29

就労サ

事務所

設（市

方向性
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No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

83 10 
観光課所管施設のあり方

の検討 

指定管理施設（塩田の館・別所温泉セン

ター）の譲渡等あり方の検討に取り組む。
観光課 

塩田の館(西塩田地区営農活性化推進組合)、別所温泉

センター(別所温泉自治会連合会)の会議での検討 

84 11 

上田駅前市営自動車駐車

場の今後の運営方針の検

討 

施設の老朽化が懸念される上田駅お城

口・第二自動車駐車場について将来的な視

野に立ち、運営方針を検討 

管理課 

・ 老朽化に伴い、お城口自動車駐車場 1階天井部分の

大規模改修を実施。 

・ お城口、お城口第二、温泉口自動車駐車場の発券

機・精算機について、防犯機能を高めた機器に更新。 

・ 駐車場会計の黒字分の基金造成について検討。 

・ ・指定管理者との基本協定期間が平成 32 年 3 月 31

日までとなっているため、平成 31 年度までに指定

管理者候補の募集選定手続きの検討を行う。 

85 12 
橋梁長寿命化修繕事業の

推進 

計画的な修繕対策を実施することによ

り、橋梁の架け替えや修繕による事業費の

拡大を回避し、必要予算の平準化を目指

す。 

土木課 

・ 職員による橋梁定期点検 177 橋 

・ 委託による橋梁点検 19 橋 

・ 橋梁修繕工事 3 橋 

86 13 
公園施設の計画的な改

築・更新 

「公園施設長寿命化計画」により、公園

の適切な維持管理及び施設の計画的な改

築・更新を進める。 

都市計画課 7 公園の施設更新および修繕を実施 

87 14 

「公共施設マネジメント

基本方針」に基づく工事

の推進 

公共施設の統廃合・廃止に伴う改築工事

や解体工事の実施に向け、建築関係業務を

効率的・有効的に進め、マネジメント基本

方針の推進を図る。 

建築課 

・ 統合、複合化に伴う「神川統合保育園・神川地区公

民館整備事業」の工事を発注 

・ 廃止に伴う市営住宅の解体（10 戸） 
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No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

88 15 
鹿月荘とクアハウスかけ

ゆのあり方の検討 

両施設は、利用者の減少傾向が続くと

共に、施設の老朽化に伴う修繕費等の公

費負担が増加傾向にあることから、施設

の存続・廃止についての方針を決定す

る。 

丸子産業観光課 

・ 両施設の将来推計を作成のうえ、今後の管理・運営

等についての検討 

・ 両施設のあり方について庁内連携 WG 会議による検

討を 2回実施、関係諸団体との検討会議を 13 回開

催。 

・ 1 月 18 日開催の市政経営会議にて今後の方向性の

明確化が図られ、2 月 27 日開催の地域協議会にお

いて市政経営会議の結果を報告 

89 16 
真田総合福祉センターの

あり方の検討 

施設の老朽化に伴い、周辺の公共施設

の有効活用と多機能化等を協議し、住民

の利便性の向上と施設維持管理の経費

節減を図る。 

真田地域振興課 

真田市民サービス課 

真田地域自治センター内の関係課による検討会議を実

施した。 

90 17 
真田地域活動支援センタ

ーのあり方の検討 

利用者の減少や高齢化に合わせ、施設

の独自性などによる公平性の確保等を

考慮し、施設の存続、合併、廃止（目的

変更）等の方向性・方針を検討する。 

真田市民サービス課 
指定管理者との協議、同様施設の運営委託する法人と

当施設の現地調査及び意見交換会を実施した。 

91 18 
菅平地域の公共施設のあ

り方の検討 

菅平地域の公共施設（指定管理施設を

含む。）の現状を把握し、地域の関係団

体等との協議により、施設の譲渡・廃止

に向け、今後の方向性・方針等を検討す

る。 

真田産業観光課 

菅平高原自然館のあり方、方向性について、地元関係

団体等と協議を進め、今後も引き続き検討することを

確認した。 

92 19 

真田地域の市道改良工事

及び市道・農道の効率的な

パトロールによる道路の

長寿命化 

真田地域は積雪・凍上・除雪等により

市道等の舗装耐用年数や施工できる期

間が短いため、計画的な市道改良工事及

び効率的な道路パトロールを実施し、舗

装の損傷が大きくなる前に効率よく補

修を行い、道路舗装の長寿命化を図る。

真田建設課 

・ 市道を中心に、年間 179 回(週 2～3回)のパトロー

ルを実施。 

・ 3 月の自治会連合会定期総会を通じて、各自治会長

に対し、国・県道及び市道の危険個所の情報提供に

ついて依頼。 
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No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

93 20 

武石地域総合センター整

備事業（公共施設の統廃

合の推進） 

老朽化の著しい武石地域自治センター

の整備に伴い、周辺の公共施設を複合し多

機能化するとともに、地域の拠点施設とし

て市民の利便性の向上と防災拠点として

の機能向上を図る。 

武石地域振興課 

武石公民館 

・ 整備検討委員会の開催 

・ 基本構想の策定 

・ 基本計画の策定 

・ 基本設計の策定 

・ 建設用地測量の実施 

94 21 
武石地域の廃棄物処分用

地及び施設の処分 

貸付をしてある廃棄物処分用地及び施

設の返却後の適切な処分 
武石地域振興課 処分場廃止届について県との協議中 

95 22 
用途廃止施設（旧福祉企

業センター倉庫）の処分 

福祉企業センター移転に伴う倉庫及び

施設及び土地の適切な処分 
武石地域振興課 後利用について協議検討 

96 23 
保養施設の廃止又は民間

等への譲渡を含めた検討 

公共施設マネジメント基本方針に基づ

く、雲渓荘の廃止又は民間等への譲渡を含

めた検討を行う。 

武石産業建設課 

・ 武石地域観光施設等のあり方検討会で課題につい

て協議 

・ 適正な維持管理 

97 24 
武石観光施設のあり方の

検討 

公共施設マネジメント基本方針に基づ

く、ふるさと名産センター、巣栗渓谷緑の

広場、武石番所ケ原スキー場の観光施設全

般のあり方の検討を行う。 

武石産業建設課 

・ 関係機関からの情報収集 

・ 武石地域観光施設等のあり方検討会で協議 

・ 適正な維持管理 

98 25 

上水道事業の「新水道ビ

ジョン」の策定・公表・

実施 

大規模震災の経験、また人口減少社会の

到来などの社会情勢の変化を踏まえた水

道施設の統廃合・縮小を考慮した更新計画

など、水道のあるべき将来像について、関

係者が共通の目標を持ち、その実現に向け

て取り組んでいくための具体的な施策や

工程を示す。 

上水道課 

丸子・武石上下水道課 

真田上下水道課 

浄水管理センター 

耐震化計画、アセットマネジメントの基礎となる数値

の整理完了 
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No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

99 26 

下水道事業の「新下水道

ビジョン」の策定・公表・

実施 

下水道施設の効率的運用と健全経営を

図るため、下水道事業（10 年後）の将来

像と計画について、実現に向けた具体的

な実施施策や工程を示す。 

下水道課 

丸子・武石上下水道課 

真田上下水道課 

平成 30 年度策定を踏まえ、基本理念と基本方針を定

め、設定に基づいた指標及び目標の設定を行った。 

100 27 

食育の推進と安定的な学

校給食の提供に向けた施

設整備 

平成 27 年 12 月に策定した今後の学校

給食運営方針に基づき、老朽施設（上田

地域）の更新（建設・統合）と既存施設

（丸子地域）の整備を行い、安全安心な

給食の提供を継続する。 

教育総務課 

第一学校給食センター 

第二学校給食センター 

丸子学校給食センター 

・ 学校給食検討会議ほか庁内関係課との会議（計 12

回）において、食物アレルギー対応、地産地消の

推進に係る検討、先進事例を参考とした施設のレ

イアウト研究などを実施した。 

・ 新しい給食センターの建設候補地について、イン

フラの整備状況等を調査し、候補地の絞り込みを

進めた。 

101 28 
用途廃止施設（現西部公

民館）の処分 

西部公民館移転改築に伴う用途廃止予

定の現西部公民館施設及び土地の適切な

処分 

西部公民館 

生涯学習・文化財課 

財産活用課 

新公民館の移転改築工事が完了し、8 月から供用を開

始した。旧公民館は閉館。 

総務課から、31 年 3 月末まで公文書館の準備作業場所

として旧公民館の一部を使用したい申し出があった。 

102 29 
博物館の老朽化に伴う方

向性の検討 

開館 50年余を経過した博物館施設の建

替え 
市立博物館 検討委員会発足準備 
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(エ) 受益と負担のあり方の見直し（4 項目） 

 

No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

103 1 
受益と負担のあり方の検

討 

施設使用料、事務手数料の見直しを行

うための基本方針（基本的な考え方）を

策定する。 

行政管理課 基本方針の素案作成 

104 2 事務手数料の見直し 

受益と負担のあり方の基本的な統一方

針を踏まえ、適正な料金体系への定期的

な見直しを図る。 

行政管理課 
H31年10月に予定される消費税増税を踏まえた情報収

集を実施 

105 3 施設使用料の見直し 

現行使用料との整合性等を考慮し、適

正な料金体系の検討を行う。以後定期的

な使用料の見直しを図る。 

財政課 
平成 31年 10月の消費税率改定に向けた施設使用料の

改定を検討 

106 4 
スポーツ施設使用料の統

一と減免要項の見直し 

旧 4市町村の施設使用料を適用してい

る現状を見直し、適正な料金体系の検討

を行い、施設使用料の統一を図り、併せ

て減免要項も見直す。 

スポーツ推進課 
広報うえだ及び上田市ホームページに新使用料を掲

載し周知を図った。 

 



 

３ 市
 

(ア) 

No. 

107 

 

(イ) 

No. 

108 

109 

110 

111 

 

市民満足度を

行政組織の見

取組項

1 
時代の要請に

織の見直し

人材の確保

取組項

1 
多様な人材

戦略的な人員

2 
「新人事評価

入 

3 

「人材育成基

基づく効果的

の実施 

4 障がいへの理

を向上させる人

見直し（1 項目）

項目名 

に対応した組
的

見

・育成と職員の

項目名 

の確保による

員配置 
職

な

価制度」の導
業

導

基本計画」に

的な職員研修
多

理解の促進 

が

別

な

が

人・組織の改

 

改革

社会情勢や行政

的・効率的に対応で

見直しを検討・実

の意識改革（4 項

改革

多様な人材確保

職員数の計画的管

な人員配置を図る

地方公務員法の

業績評価を踏まえ

導入する。 

高度化する行政

多様で効果的な研

平成 28 年 4 月

が施行され、「障害

別の禁止」「合理的

なっており、市職員

が求められている

【23 項目改革 

革の概要 

政課題に迅速か

できる体制に向け

実施しする。 

項目） 

革の概要 

保や任用形態を考

管理による効果的・

。 

の改正に伴い、能力

えた「新人事評価制

政ニーズに対応する

研修の計画的実施を

1 日に障害者差別

害を理由とする不

的配慮の提供」が

員の障がいに対す

。 
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目】 

担

つ効果

けた組織 総務課

担

考慮した

効率的 総務課

力評価と

制度」を 総務課

るため、

を図る。
総務課

別解消法

不当な差

が必要と

する理解

障がい者

担当課所 

社

移

担当課所 

者支援課 4

社会情勢に対応し

移譲に伴う組織改

・ 地域担当職員

に、資源循環

支援など市の

人員配置を行

・ 電気技師や学

職の採用を行

・ 人事評価記録

本実施 

・ 人事評価・自

・ 職員研修延受

・ 階層別研修の

に応じた能力

・ 職員アンケー

の策定 

4 月に新任職員、

取組実績

し、社会就労セン

改正を行った。

取組実績

員等へ再任用職員

環型施設の建設、

の重要施策の更な

行った。 

学芸員など、職場

行った。 

録書の一部を見直

自己評価研修の継

受講者数 3,676 人

の実施（受講者数

力の向上 

ートの実施と結果

10 月に一般職員

ンターの民間への

員を配置すると

産業振興・中小企

なる推進を図るた

場状況を踏まえた

直し、人事評価制度

続実施 

273 人）による職

果を踏まえた研修

員研修を実施 

の経営

とも

企業

めの

専門

度を

職位

計画
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(ウ) 多様な人材交流の推進（2 項目） 

No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

112 1 
公務部門への多様な人材

の登用 

多様で幅広い発想を公務に導入し、組織

の活性化を図るため、国・県・民間企業等

との職員交流を推進するとともに、多様な

任用形態により公務部門への人材登用を

行う。 

総務課 

・ 経験者枠での採用や電気・学芸員など、専門性の求

められる分野の人員を確保し、行政サービスの維持

に努めた。 

・ 環境省、長野県東京事務所へ新規で各 1名派遣を行

った。 

・ 長野県上田地域振興局やＪＡ信州うえだと相互に

職員派遣を行い、人事交流を実施した。 

113 2 
男女がともに認め合い、

輝いて生きる社会の推進 

男女共同参画の意識の啓発や教育の充

実を図り、男女が性別に関わりなく、能力

を発揮できる社会の形成の促進を図る。 

人権男女共同参画課 

・女性活躍推進事業として、長野大学と連携して「男

女共同参画推進事業者事例集」を作成するとともに「イ

クボス・温かボス宣言」の啓発パンフレットを作成し、

配布した。 

・事業者表彰（2件） 

 

(エ) 仕事のやり方の見直し（5 項目） 
 

No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

114 1 
ワーク・ライフ・バラン

スの推進 

職員の仕事と家庭生活の両立を支援

し、市民満足度の高いサービスの提供を

図る。 

総務課 

・ 定時退庁日の周知、ワーク・ライフ・バランス推

進月間の実施、イクボス・温かボス宣言の実施な

ど各種取組を継続実施。 

・ 月イチ休暇やリフレッシュ休暇などによる年次休

暇取得の促進（平均取得日数 8.5 日） 

・ 各職場の時間外勤務等のヒアリングを行い、仕事

のやり方の見直しの徹底を図った。 
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No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

115 2 

職員提案（職場提案）によ

る事務改善・職場改善の推

進 

市民満足度の高いサービスの更なる向

上に向けた事務改善や職場改善を職員自

らが考え、提案し、実践可能とする制度

へ見直し、事務事業の質の向上、職員の

意識向上及び職場の活性化を図る。 

行政管理課 
研修参加等による職員提案実施方法の見直しに向けた

情報収集 

116 3 
会計事務の適正化に向けた

事務能力の向上 

適正な会計事務処理を行うため職員の

事務処理能力の向上を図る。 
会計課 

・ 研修 3回実施（5月、6月、7月） 

・ 適正帳票率調査 3回実施（5月、10 月、1月） 

・ 現金取扱課所の実地検査（39 課所） 

・ 委託収納団体の実地調査（3団体） 

・ 金融機関の実地検査（3金融機関） 

・ 職員が取扱う任意団体への実地検査（10 課所） 

117 4 
投票率向上につながる期日

前投票所の適正設置 

期日前投票者は徐々に増加傾向にあ

り、投票者全体の 3 割を占めている。期

日前投票所を適正設置することで、投票

率向上を図る。 

選挙管理委員会事務局 

10月の衆議院議員総選挙及び平成30年3月の上田市長

選挙及び市議会議員一般選挙時に、アリオ上田に期日

前投票所を引き続き開設し、有権者の利便性向上と投

票率向上を図った。 

・ 衆院選投票率 

（H26 ：55.20％、H29：59.00％） 

・ 市長市議選投票率 

（H26 ：56.87％、H29：58.14％） 

118 5 行政監査の実施 
適正を欠く事務処理の縮減に寄与する

ことを目的とした監査 
監査委員事務局 

監査テーマ①「工事検査事務の実施状況について」②

「法人市民税賦課事務の実施状況について」を実施し、

監査結果を報告した。 
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(オ) 行政評価の仕組み整備（1 項目） 

No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

119 1 
行政評価制度の見直しと効

果的運用 

行政評価のあり方の検討と継続的な実

施体制を推進する。 
行政管理課 

研修参加等による行政評価方法の強化等について情報収

集 

 

(カ) 地域内分権による地域の自治の推進（10 項目） 

No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

120 1 住民自治組織の設立促進 

地域内分権の確立に向け、自治会や各種

団体等が連携・協力し、主体的にまちづく

りを行う「住民自治組織」の設立を促進 

市民参加・協働推進課

・ 西部地域の住民自治組織が平成30年 6月に設立され

ることが決定。 

・ 中央地域で地域経営会議を設立。神川地区は単独で

設立することを決め、その他の 4 地区については組

織の枠組みを検討 

・ 地域担当職員を 6 地域に配置し住民自治組織や地域

経営会議の活動を支援 

・ 平成30年 5月から庁内各課に協働推進員を設置する

ことを決定 

121 2 
地域協議会のあり方の見

直し 

地域内分権の進捗を踏まえながら地域

協議会のあり方を見直す。 
市民参加・協働推進課 課題整理を継続 

122 3 
地域一括交付金制度の構

築 

地域の裁量で主体的なまちづくりを促

進する交付金制度を整備する。 
市民参加・協働推進課

・ 組織の定着化を図るため住民自治組織 7 地域 9 団体

に交付 

・ わがまち魅力アップ応援事業の事業費を縮小し、交

付金への転換を段階的に実施 

・ 新たな交付金制度構築に向けた検討を行うととも

に、財源として自治会への各種補助、委託業務予算

の一括交付金化の検討 
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No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

123 4 まちづくりの担い手育成 
まちづくりの担い手の育成、確保に向

けた取組を推進する。 
市民参加・協働推進課 地域づくり人材育成講座の開催 

124 5 
豊殿地域の住民自治組織の

設立推進、運営支援 

地域内分権の確立に向け、自治会や各

種団体等が連携・協力し、主体的にまち

づくりを行うことを目的として「住民自

治組織」の設立を推進する。 

豊殿地域自治センタ

ー 

・ 地域まちづくり計画策定 

・ 各専門部会で事業を検討、実施 

125 6 

塩田地域の住民主導の地域

自治の推進（地域内分権の

推進） 

地域内分権の確立に向け、塩田地域に

おいて自治会や各種団体等が連携・協力

し、主体的にまちづくりを行う「住民自

治組織」の設立を促進するとともに、運

営を支援することにより、住民主導によ

る地域自治を推進する。 

塩田地域自治センタ

ー 

平成 29 年 6 月に設立された「塩田まちづくり協議会」の

運営支援 

126 7 
川西地域の住民自治組織の

運営支援 

地域内分権の確立に向け、自治会や各

種団体等が連携・協力し、主体的にまち

づくりを行うことを目的として設立した

「住民自治組織」の円滑な運営を支援す

る。 

川西地域自治センタ

ー 

住民自治組織の６部会が行う各種事業の支援と、「川西ま

ちづくり推進計画」（Ｈ28 年策定）の見直しに関する支援

の実施。 

127 8 
丸子地域の住民自治組織の

運営基盤確立 

地域内分権の推進に向けた、丸子地域

の住民自治組織の運営基盤の確立 
丸子地域振興課 

・ 広報誌発行 

・ まちづくり計画の策定 

・ 長瀬地区会議活動支援 

・ 塩川地区会議設立 
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No. 取組項目名 改革の概要 担当課所 取組実績 

128 9 
真田地域の住民自治組織の

設立促進 

地域内分権の確立に向け、自治会や各種

団体等が連携・協力し、主体的にまちづく

りを行う「住民自治組織」の設立を促進す

る。 

真田地域振興課 

・ 真田の郷まちづくり推進会議設立 

（H29.7.1） 

・ 組織基盤づくりへの支援を実施 

129 10 
武石地域の住民自治組織の

設立促進 

地域内分権の確立に向け、自治会や各種

団体等が連携・協力し、主体的にまちづく

りを行う「住民自治組織」の設立を促進す

る。 

武石地域振興課 
・ 自主事業開始に伴う支援 

・ 計画策定支援 

 

 


